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【港湾整備事業】 

 

Ⅰ．平成２０年度補正予算配分方針 

  

   平成２０年に発生した冬季風浪や低気圧等による高波浪により、防波堤

等の外郭施設を整備中の港湾等では、港湾施設の被災や荷役障害等が発生

し、荒天時における港内静穏度の向上等が喫緊の課題となっている。 

また、各地で大規模地震の発生が切迫する中、大規模地震発生時に甚大

な被害が予想される地域への緊急物資等の輸送ルートの確保・防災拠点の整

備が喫緊の課題となっている。 

これらを踏まえて、「地震・集中豪雨等による災害の防災等」の観点か

ら、港湾整備事業において、安全な海上輸送の確保や大規模地震への対応力

の強化を図る対策を緊急に実施する必要がある事業に予算の追加配分を行

う。 

 

 

 

Ⅱ．平成２０年度補正予算配分総括表 

　　［総事業費］ （単位：百万円）

本省配分 一括配分 計

港湾事業 11,068 2,455 13,523
      直　轄 9,107 200 9,307
      補　助 1,961 2,255 4,216

　

（注）総事業費ベースである。

緊急総合対策
区分
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Ⅲ．事業別概要  

 

○ 地震・集中豪雨等による災害の防災等 （堺泉北港、常陸那珂港 等） 

【事業費：１３，５２３百万円（国費：９，０１６百万円）】 

 

 冬季風浪や低気圧等による高波浪により、防波堤等を整備中の港湾等において、

港湾施設の被災や荷役障害等が発生し、荒天時における港内静穏度の向上や安全

な船舶航行の確保が喫緊の課題となっている。 

 また、各地で大規模地震の発生が切迫していることから、大規模地震発生時の

緊急物資等の輸送ルートの確保や防災拠点の整備促進が喫緊の課題となってい

る。 

 このため、被災地域や類似災害等の発生が危惧される港湾等における港内静穏

度の向上や安全な海上輸送を確保するための防波堤、航路等の整備や、大規模地

震発生時における海上からの緊急物資等の輸送を確保するための耐震強化岸壁、

防災拠点等の整備を緊急的に推進する。 
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Ⅳ．都道府県別等配分額 

 

○緊急総合対策 

 

［直轄事業］         （単位：百万円） 

港湾事業 
区   分 

本省配分 一括配分 計 

北 海 道 開 発 局 380 200 580 

東 北 地 方 整 備 局 1,950 0 1,950 

関 東 地 方 整 備 局 1,010 0 1,010 

中 部 地 方 整 備 局 735 0 735 

近 畿 地 方 整 備 局 2,015 0 2,015 

中 国 地 方 整 備 局 410 0 410 

四 国 地 方 整 備 局 595 0 595 

九 州 地 方 整 備 局 1,700 0 1,700 

沖 縄 総 合 事 務 局 312 0 312 

合 計 9,107 200 9,307 

 

［補助事業］           （単位：百万円） 

港湾事業 
区   分 

本省配分 一括配分 計 

茨 城 県 120 0 120 

東 京 都 300 1,000 1,300 

三 重 県 950 0 950 

兵 庫 県 320 0 320 

和 歌 山 県 0 90 90 

広 島 県 31 0 31 

愛 媛 県 150 100 250 

高 知 県 0 200 200 

長 崎 県 0 75 75 

鹿 児 島 県 0 100 100 

沖 縄 県 90 690 780 

合   計 1,961 2,255 4,216 
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Ⅴ．配分箇所の具体事例 

 

○ 緊急総合対策 

都道府県名 箇所名 配分額 事業概要 

    百万円   

茨城県 常陸那珂港 

［外港］ 

防波堤 

200  平成20年２月の低気圧による高波浪に

より、常陸那珂港の近隣において、港湾

施設の被害や船舶の動揺による荷役障害

等が発生した。類似災害の発生が危惧さ

れる常陸那珂港において、安全な海上輸

送を確保するため、防波堤の整備を緊急

的に推進する。 

 整備途中の防波堤整備を推進すること

により、港内静穏度の向上が図られ、安

全な物流機能が確保される。 

        

    

都道府県名 箇所名 配分額 事業概要 

    百万円   

大阪府 堺泉北港 

［堺２区］ 

基幹的広域防災拠点 

(緑地) 

1,000  大規模地震の発生が切迫する中、甚大

な被害が予想される地域への緊急物資輸

送及び避難場所の確保が喫緊の課題とな

っている。 

 本施設の整備により、緊急物資のスト

ックや被災者の避難場所が確保される。
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ひ た ち な か

常陸那珂港(
が い こ う

外港地区) 防波堤 
                        

１．事業概要 

平成 20 年 2 月の低気圧等に伴う高波浪により、常陸那珂港の近隣

港において、船舶の動揺による荷役障害等が発生した。類似災害の発

生が危惧される常陸那珂港において、安全な海上輸送を確保するた

め、防波堤の整備を緊急的に推進する。 

 

２．事業主体 

関東地方整備局 

 

３．平成２０年度補正予算額 

事業費：２００百万円 

 

４．事業効果 

防波堤整備を推進することにより、港内静穏度の向上が図られ、安

全な物流機能が確保される。 

 

外港地区

防波堤(東)

常陸那珂港

茨城県

常陸那珂港

茨城県

撮影：平成18年11月
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堺泉北
さかいせんぼく

港(堺２区
さ か い に く

) 基幹的広域防災拠点（緑地） 
                        

１．事業概要 

各地で大規模地震の発生が切迫していることから、大規模地震発生

時の緊急物資等の輸送ルートの確保や防災拠点の整備促進が喫緊の

課題となっている堺泉北港において、大規模地震発生時における海上

からの緊急物資等の輸送を確保するため、基幹的広域防災拠点の整備

を緊急的に推進する。 

 

２．事業主体 

近畿地方整備局 

 

３．平成２０年度補正予算額 

事業費：１，０００百万円 

 

４．事業効果 

本事業により、大規模地震発生時の緊急物資等の輸送や被災者の避

難場所を確保し、甚大な被害を防止、軽減される。 

 

堺泉北港堺泉北港

撮影：平成14年3月

堺２区

基幹的広域防災拠点（緑地）
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【海岸事業】 

 

Ⅰ．平成２０年度補正予算配分方針 

  

平成２０年に発生した冬季風浪や低気圧による高波等により、広範囲に

おいて、越波被害、侵食被害等が発生している。 

これらの被害を受けた地域等に対し、台風等による深刻な高潮災害、冬

季風浪等による侵食被害、切迫する大規模地震・津波災害から国民の生

命・財産を守るため、海岸事業において「再度災害・類似災害防止のため

の緊急津波・高潮対策等」に追加配分を行う。 

 

 

 

Ⅱ．平成２０年度補正予算配分総括表 

［総事業費］ （単位：百万円）

本省配分 一括配分 計

海岸事業 1,843 1,044 2,887
直　轄 352 0 352
補　助 1,491 1,044 2,535

　
（注）総事業費ベースである。

緊急総合対策
区 分
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Ⅲ．事業別概要  

 

○ 再度災害、類似災害防止のための緊急津波・高潮対策等（新潟港海岸 等） 

【事業費：２，８８７百万円 （うち国費：１，５０３百万円）】 

 

 冬季風浪や低気圧による高波等により、広範囲において越波被害、侵食被害等

が発生している。また、切迫する大規模地震・津波災害、台風等による深刻な高

潮災害や冬季風浪等による侵食被害への早急な対応が求められている。 

 このため再度災害、類似災害防止を目的とした護岸の嵩上げ等の緊急津波・高

潮対策等を促進する。 
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Ⅳ．都道府県別等配分額 

 

○緊急総合対策 

 

［直轄事業］         （単位：百万円） 

海岸事業 
区  分 

本省配分 一括配分 計 

東 北 地 方 整 備 局 100  0 100 

北 陸 地 方 整 備 局 102  0 102 

中 部 地 方 整 備 局 150  0 150 

合 計 352  0 352 

 

 

［補助事業］           （単位：百万円） 

海岸事業 
区  分 

本省配分 一括配分 計 

千 葉 県 50 0 50 

東 京 都 1,045 132 1,177 

神 奈 川 県 156 0 156 

愛 知 県 100 0 100 

三 重 県 0 442 442 

京 都 府 0 10 10 

兵 庫 県 90 180 270 

和 歌 山 県 0 10 10 

広 島 県 30 0 30 

徳 島 県 0 50 50 

高 知 県 0 50 50 

長 崎 県 0 170 170 

沖 縄 県 20 0 20 

合 計 1,491 1,044 2,535 
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Ⅴ．配分箇所の具体事例 

 

○ 緊急総合対策 

都道府県名 箇所名 配分額 事業概要 

    百万円   

新潟県 新潟港海岸 

［西海岸地区］ 

離岸堤 

102 

 

 

 

 

 

 新潟港海岸においては、海岸侵食によ

り汀線が後退したため越波被害が頻発し

ており、平成 19 年および 20 年冬季風浪

等時においても越波被害が生じているこ

とから早期に離岸堤の整備を行う。 
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新潟港
に い が た こ う

海岸 ［西海岸
にし か い が ん

地区］ （侵食対策） 
                        

１．事業概要 

新潟港海岸においては、海岸侵食により汀線が後退したため越波被

害が頻発しており、平成 19 年および 20 年冬季風浪等時においても越

波被害が生じていることから早期に離岸堤の整備を行う。 

 

２．事業主体 

北陸地方整備局 

 

３．平成２０年度補正予算額 

事業費：１０２百万円 

 

４．事業効果 

離岸堤の整備を推進することにより、背後地域の防災機能が早期に

確保される。 

 

 

撮影：平成19年11月

離岸堤

西海岸地区

【位置図】

新潟港海岸

【位置図】

新潟港海岸


